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要約：本報では，モンゴルにおける小麦作の発展プロセスを整理するとともに，現在の小麦作経営の技術・
経営の特徴と課題を経営規模別に明らかにして，現行技術の改善と輪作作物の導入による経営発展の可能性
を線形計画法を用いて評価した。現状の 100 ha 以下の小規模経営の収益率を見ると，50 ha 以下では 17％，
50～99 ha では 26％と低い。また，中規模経営（100～500 ha）の収益率は 38％，500 ha 以上の大規模経営
では 40％と，規模が大きいほど収益率は高まることが示唆された。小・中規模経営の経営改善の可能性を
評価した結果，かん水施設の整備とその適正利用，休閑地の除草管理の徹底により収益は一定程度高まる可
能性があることが示唆された。また，こうした技術改善に加えてジャガイモ，飼料用トウモロコシ等と小麦
の輪作体系を導入することによって収益は大きく改善されるとともに，労働力利用面でも合理的であること
が示唆された。
キーワード：モンゴル，小麦作経営，技術改善，輪作体系，線形計画法
1．　は じ め に
　⑴　資本主義以前のモンゴルの小麦作の動向
　モンゴルで初めて土地を農地として開墾し，穀物を作付
けしたのは 19 世紀の後半であり，中国支配の時代であっ
た。当時は，モンゴルに移住した中国人が自家消費の目的
で小麦や野菜を作付けしていた。夏場は乳製品，冬場は肉
製品が主食であったモンゴル人の食生活はモンゴル独立人
民革命後から少しずつ変わり始めた（写真 1）。1921 年に
設立されたモンゴル人民政府は，翌年の春から農地の利用
状況を調査し，1924 年に耕種農業に関する条例を制定し
た。この条例の制定により，モンゴルにおける耕種農業発
展の取り組みが始まった。
　耕種農業の本格的な推進政策として 1959 年から 1965 年
にかけて“第 1次アタル政策”が実施された。同政策では
1959 年から 1961 年にかけて 30 万 ha の農地の開墾を目標
とし，ソ連から多くの農業機械が導入され，1965 年までに
約 47 万 ha が開墾された。また，小麦の単収も 700 kg/ha
（1957 年）から 1960 年には 1,040 kg/ha に増加し，ほぼ小
麦の 100％自給を達成した。
　しかし，気象条件の厳しいモンゴルでは，技術水準の低
さ，農地荒廃が原因となり，1967 年に小麦の単収は 1 t/
ha を大きく下回り，小麦自給率は 80％前後で停滞した。
そのため，1976 年から 1988 年にかけて 23 万 ha の農地開
発を目指した“第 2次アタル政策”を実施し，主要な河川
の流域を中心に 10 か所の国営農場を建設した。この政策
の最大の特徴は，寒冷地域でのかん水型小麦作付け技術の
導入・普及にあり，この技術導入によって小麦の収量は
1985 年には 1.2 t/ha まで増加した。　
　また，全国の土壌を再調査し，地域に適した栽培体系を
開発するなど小麦作の科学的展開が推進された。その結果，
1980 年代は，小麦の生産技術が安定化し，1988 年には小
麦作付面積は約 64.1 万 ha まで拡大した。
　しかし，1990 年のソビエト連邦崩壊を契機に，モンゴ
ルの政治体制は社会主義体制から資本主義へと移行した。
こうした資本主義化の混乱の中で従来の小麦生産システム
は崩壊した。以下，資本主義体制下での小麦生産の動向を
筆者が独自に資料収集した農場運営記録や農業政策担当者
への聞き取り調査，ならびに既往研究資料・文献から整理
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写真 1　草地を耕す中国系移民（1918 年）
出所：Beatrix Bulstrode（1917）；A tour in Mongolia pp. 135
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する。
　⑵　資本主義体制移行前期（1991～1995年）
　それまでソビエト連邦から援助や支援を受けてきたモン
ゴルは，1991 年の資本主義体制への転換直後にモンゴル
国内のロシア軍基地の撤退を求めた。この要求によってロ
シアからの食料，燃料，電力といった生活必需物資の供給
が大きく制限され，物価は上昇した。
　こうした状況の中で国内の食料確保のため，1992 年か
らソ連製の大型機械を主に保有する国営耕種農場は 5割を
国家，4割以下を民間が所有する株式農場化することで，
資本主義を取り入れつつ小麦生産のイニシアチブを国家が
握る体制を敷いた。共産主義の崩壊の混乱期で国民所得が
低い当時の状況下では，小麦価格の自由化及び完全民営化
は食糧危機をもたらす恐れがあったため，食料の供給は家
庭毎に配られたクーポンによって実施された。
　⑶　資本主義体制移行中期（1996～2001年）
　経済・生活がどん底に陥ったモンゴルは国家の負担軽減
と食料危機脱出のため，第 2次経済改革に乗り出した。こ
の改革の最大のねらいは，国家予算を支える主要な産業と
国民のライフライン設備を除く，すべての産業の開放と，
海外貿易の自由化にあった。そして，すべての価格制限は
解除され，完全市場経済化が目指された。
　政府はこれまでに保有していたすべての国有農場株を旧
農場従業員に配当し，家族経営，法人経営，共同経営いう
3つの形態の経営に移行した（表 1参照）。こうした状況
の中で，機械装備の老朽化，農地の分散，低賃金による担
い手確保の困難，管理不足による農地の地力の低下等によ
り多くの小麦作経営は規模を縮小し，大量の農地が耕作放
棄された。
　⑷　資本主義体制移行後期（2002～2007年）
　海外貿易の自由化により，外国産農産物が輸入され，モ
ンゴルは食料危機から一旦脱出した。しかし，この食料の
大量輸入によって国内農牧業の生産が壊滅的な打撃を受け
ることを恐れたモンゴル政府は，小麦の国内生産向上を目
指した“グリーン革命”と呼ばれる国家プロジェクトを立
ち上げたが，具体的な成果を得られずに終了した。小麦作
経営は安価な輸入小麦との競争が困難になる一方，小麦生
産技術も低下して気象条件の影響を受けやすくなり，2007
年の旱魃では史上最悪の低収量となった。
　こうした状況下，2008 年にモンゴル政府は，小麦の国
内生産の拡大と経営の規模拡大を目指す新たな“第 3次ア
タル政策”を開始した。この政策の最大の特徴は，耕作放
棄された農地の再利用と生産性の高い大規模小麦作経営の
育成におかれた。この政策により小麦生産量は増加しつつ
あるが，モンゴルにおける小麦作経営の発展方向及びその
展望は依然として不透明のまま残されている。
　⑸　研究課題
　2010 年の FAOSTATのデータから国別の小麦の収量を
見ると，世界全体の平均収量は ha 当たり 2.4 トン，北米
では 4.3 トン，欧州は 5.8 トン，アジアは 2.3 トンである。
しかしモンゴルの場合，ha 当たり平均収量は 900 kg と世
界でも最低の水準にあり，技術開発の課題は多い。
　今後のモンゴルにおける小麦作の安定的な展開では，貴
重な農地を有効に活用して生産力の高い経営を育成して食
料自給力の向上を実現することが重要である。そのため，
本研究では現在のモンゴルの小麦作経営の経営管理と技術
の特徴と課題，ならびにその持続的な発展のための課題を
経営規模別に整理する。さらに，経営規模別の小麦作経営
の発展方向を，技術改善，輪作体系の導入，労働力利用の
視点から規範的に分析して提示する。
2．　モンゴルにおける小麦の
生産・技術・経営の特徴
　⑴　小麦生産の特徴
　モンゴルの平均海抜標高は 1,580 m であり，カザフスタ
ンに次いで高い。そのため，年間降雨量は 280 mmと少な
く，気温は夏場（6～8月）の平均最高気温が 20℃を超え，
冬場（1～2 月）の平均最低気温は－20℃を下回るなど，
気温の変化が大きい。穀物の生長に必要な＋ 5℃以上の気
温が続く日数は 110 日と短いため，この期間に生産出来る
のは春小麦に限定される。
　モンゴルでは小麦生産が盛んであった 1982 ～ 1985 年ま
では品質と収量の高い冬小麦の生産及び技術開発が盛んに
試みられた。しかし，冬に小麦の苗が生長する前に低温凍
結するとともに，コンバインで収穫出来ない高さまでしか
生育しないため，現在は春小麦生産のみに留まっている。
　⑵　技術の特徴
　“第 1次アタル政策”時代は，小麦作のためのかん水設
備はほとんど整備されていなかったため，かん水は雪解け
水と雨水のみに限られた。小麦品種はカザフスタン在来種
が中心である。ha当たりの播種量は140～160 kgであった。
当時は小麦品種の特性と雪解け水活用のため，3月下旬か
ら農作業を開始した。また，休閑を採用して地力をかん養
するのが一般的であった。除草作業は一般的に 2回実施さ
れた。
　“第 2次アタル政策”では，輪作体系の採用，小麦のかん
水面積の拡大と化学肥料の施用，薬剤散布による管理が推
奨された。小麦のha当たりの播種量は非かん水の場合 160
～180 kg，かん水の場合は 220～ 240 kg が指導された。
表 1　経営形態別の小麦作付面積・割合（単位：千 ha, ％）
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　地域の特性に対応した品種改良を促進するため，品種 
登録制度を整備するとともに，地域別の施肥基準を制定し
た。一般的な ha 当たりの施肥量は，非かん水体系では，
N90 kgP90 kgK60 kg, かん水体系ではN110 kgP90 kgK110 kg であった。
　農作業用のトラクタについては，キャタピラ式から車輪
式に変更することによって農地の劣化防止と農作業時間の
短縮化を実現した。
　輪作体系の基本型は，小麦作を 2年，飼料穀物 1年，休
閑 1年である。資本主義体制へ移行した初期段階では，種
子や肥料・農薬などの生産資材の利用が大きく制約されて
いたため，作付面積を縮小して対応した。さらに，資本主
義移行の中期に進むと完全民営化を果たした小麦作経営は
さらなる生産コスト削減のため，農作業時間と資材投入の
節約を試みている。具体的には，ha 当りの播種量を 180 kg
から 160 kg に縮小，化学肥料によるN，P，Kの供給量を
最大で 30 kg までカット，除草作業は 1回のみとなった。
　一方，2008 年から実施された“第 3次アタル政策”は，
小麦作経営の経済的な支援を重視した次の政策を展開し
た。a）機械装備の購入支援，b）燃料及びオイル類の一
定価格での提供，c）小麦種子の貸し出し，d）小麦の高
価格での買取，e）かん水設備の整備。
　しかし，小麦生産技術の改善・開発とその普及のための
指導事業は盛り込まれていない。そのため，大規模小麦作
経営を育成する事に重点を置いた政策といった批判もださ
れた。
3．　調査及び分析方法
　本研究では，モンゴルにおける小麦生産の 2つの主産地
であるセレンゲ県とトゥブ県を調査対象とした。これらの
産地は，社会主義時代から小麦の主産地であり，全国の小
麦農場の 81.4％，全国小麦作付面積の 76.3％を占めている。
　本研究では，当該地域に立地する大規模小麦作経営 16
戸，中規模 27 戸，小規模 22 戸の経営体を選定し，その経
営・生産・技術の実態と特徴について把握を試みた。
　調査対象の 65 の小麦生産農場おいては，気象条件や機
械体系は比較的均一である。しかし，同じ地域に立地し規
模が同一でも，ha 当たりの小麦の収量や生産コストには
かなりの差異が認められる。
　その原因としては，経営管理の方法，技術水準等が影響
していると考えられるが，その詳細は解明されていない。
そのため，これらの課題を解明するため，調査対象の小麦
作経営をその面積規模に従って大・中・小に分け，経営内
容，技術体系をインタビュー形式で調査した。
4．　調査対象経営の技術と経営管理の特質
　⑴　調査対象経営の概況と作付体系
　調査対象とした小麦作農家の経営概要は，表 2のとおり
である。小麦作付規模（各規模分類ごとの平均作付面積）
は 34 ha～716 ha と大きく分散している。モンゴル国食農
経工省の小麦作経営の規模に関する定義では，耕地，休閑
等を含む全農地面積が 100 ha 未満を小規模，100～500 ha
を中規模，500 ha 以上を大規模としている。なお，本研究
表 2　調査対象経営の規模別の経営概況
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では，経営規模別の経営管理と技術の特質を整理するため，
小規模を 50 ha 以下と 50～99 ha, 中規模を 100～299 ha と
300～499 ha, 大規模を 500～999 ha と 1,000 ha 以上と 6 つ
のグループに分類して，それぞれの経営実態を整理した。
　調査経営の経営形態を見ると，小規模では家族経営が中
心となっているが，規模が大きくなるに従って法人経営（企
業，共同経営）の割合が増加する。規模別調査農家数に占
める法人経営の割合は，小規模経営の場合は 32％と少な
いが，大規模経営では 75％まで増加する。また，経営規
模が 500 ha 以下の小・中規模の経営体の場合は，その 9
割前後が旧国営農場を引き継いだものであるが，500 ha 以
上の大規模経営体の場合は，農地購入，借地によって新規
参入した経営が約 7割を占めている。
　経営規模別の作付体系を見ると，小規模経営では，収益
確保のため，経営農地の 67～72％に小麦を作付けしてい
る。一方，中規模では 53～57％，大規模では 51％と，規
模の拡大とともに小麦の作付比率は低下し，休閑による連
作障害回避と地力維持対策が実施されている。
　労働力に関しては，家族労働を含む農業専従者数は 4～
11人，農繁期に導入する臨時雇用労働力は2～15人である。
臨時労働力の雇用期間は経営規模によって若干異なるが，
調査対象の小・中・大（1,000 ha 以下）規模経営では 7～
14 日，1,000 ha 以上の大規模経営では 10～21 日であった。
　農機具保有状況を見ると，500 ha 以上の経営規模では自
己所有のソ連製の大型トラクタとコンバインでの機械化一
貫作業体系を採用している。なお，コンバインについては
50 ha 以下の規模の農家は全て保有せず，50 ha 以上の経営
ではいずれも保有している。コンバインを保有しない農家
は，収穫作業をコンバイン保有農家に委託している。農業
機械の使用年数を見ると，50～99 ha 以下の小規模経営で
は老朽化している。中規模経営が所有する農業機械でも，
その 6 割は既に 15 年以上使用している。一方で，500～
999 ha の大規模経営では使用年数 15 年以上の機械割合は
3割，1,000 ha 以上の大規模経営では 2割と低く，比較的
新しい機械が導入されていることがわかる。
　表 3は規模別の小麦作の作付体系を整理したものであ
る。これから明らかなように，気象条件が厳しいモンゴル
では，経営規模別の作付体系の差は少ない。小麦作の基本
作業は，播種（4月下旬～5月上旬），施肥（6月上旬～6月
下旬），除草（7月中旬），収穫調製（9月上旬）であるが，作
業時期は経営規模及び農家によって若干異なっている。肥
料は，化学肥料が中心である。しかし，輸入化学肥料は高
価なため，50 ha 以下の経営では，微生物を活用した液肥，
堆肥といった自給肥料の利用も試みられている。
　かん水作業に関しては，播種後のかん水は多くの農家は
実施していないが，6月から 7月にかけての小麦生育期で
は，乾燥がひどい場合に実施される。播種時にかん水して
小麦作付けを行う場合，作付け期間中に 2回かん水を実施
する。除草はいずれの規模でも 7月中に行われるが，大規
模経営の場合 6月中旬と 7月中旬に 2回実施している。小
規模経営では小麦連作の 2年目から除草を 2回実施してい
る。
　収穫は一般的に 9月上旬から開始するが，大規模経営で
は小麦の乾燥と水分調整の作業時間短縮のため，8月中旬
から下旬にかけてコンバインを用いて圃場で倒伏させて自
然乾燥させ，その後収穫するという方法が採用されている。
　休閑の場合は，6月上旬に耕起し，7月中旬に除草剤を
散布して，雑草種子が耕地に入らないようにしている。小・
中規模経営では降雨の状況によっては，2回目の除草作業
を 8月上旬に行う場合もある。また，小麦収穫後の 9月下
旬には，圃場に麦わらを散布する。麦わらは雪解け後の土
壌水分維持を目的としている。大規模経営では，雑草種子
が生育する前（5月上旬）に耕起し，5月下旬と 7月上旬
に除草剤を散布している。なお，播種前にかん水する場合
は，麦わらは散布しない。
　⑵　労働力投入
　小麦作の労働投入の実態を見ると，作業が集中するのは
表 3　調査対象経営の規模別の作付体系
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4月下旬から 5月上旬の「かん水・播種」，5月下旬から 8
月上旬まで続く「かん水，除草・施肥」，8月中旬から 10
月上旬の「収穫，出荷調整，麦わら散布」である。モンゴ
ルでは，出荷する前に，各農場で小麦の水分調整及び乾燥
作業を行うため，小麦作の ha 当たりの投入労働時間の合
計は小規模経営では 31.1 時間，中規模は 39.8 時間 , 大規
模では 34.8 時間と比較的多い。
　日本における 2010 年の小麦生産費調査に示された畑作
小麦の 10 ha 以上の経営規模の投入労働時間は 29.8 時間/
ha, 平均収量 3,740 kg/ha, ウクライナの小麦生産投入労働
時間は 38.2 時間/ha, 平均収量 3,830 kg/ha, ロシアの小麦
生産投入労働時間は 26.5 時間/ha, 平均収量 3,188 kg/ha, 
カナダの小麦生産投入労働時間は 21 時間/ha, 平均収量
2,650 kg/ha であり3, 6），モンゴルの小麦作の労働投入時間
は ha 当りの収量が低いにも関わらず多いことがわかる。
　⑶　小麦作経営の輪作体系
　気象条件が厳しく地力が低いモンゴルでは，連作障害回
避と地力維持のため，小麦は 3年以上連作しないという作
付方式が採用されている。
　なお，社会主義体制下の小麦作の基本栽培体系を見ると，
1年目ジャガイモ，2～4 年目小麦，5年目休閑という作付
体系が採用されていた5）。しかし，政府による国産小麦の
生産拡大対策に対応するため，小麦を 3年作付けし，1年
間休閑するという作付体系が主流となってきた。また，調
査対象地域では , 野菜市場の発達が十分でないため，小麦，
ジャガイモ，ニンジン，タマネギ等を組み合わせた穀物・
野菜複合経営の展開はまだ認められない。調査農家で採用
されている輪作体系は，表 4のように整理できる。
　これを見ると，小麦を 3年作付けして 1年間休閑すると
いう輪作体系 a）は調査対象経営の 4割以上が採用し，特
に小規模経営では 7割が採用している。この輪作体系の難
点は小麦作 3年目に小麦の生育遅延が発生するとともに雑
草が増殖して除草剤の効き目が低下することである5）。
1,000 ha 以上の大規模経営では，地力維持と小麦生育遅延
リスクを考慮し，この輪作パターンを採用しない。
　小麦を 2年作付けして 1年間休閑する輪作 b）は，小麦
作に伴う農地への負担を若干軽減した輪作体系である。こ
の体系を選択している経営は，小規模経営では 2割，中規
模ではほぼ 5割，大規模経営では 3割となる。一方，小麦
を 2年間作付けして 2年間休閑する輪作体系 c）は，比較
的地力の低い地域で農地面積をほぼ半分に分けて休閑と小
麦作をそれぞれ 2年間実施する。休閑中の 2年間は，雑草
種子の除去（土壌消毒，耕起，農薬散布等）と地力向上（施
肥，土壌水分維持等）を徹底的に実施する。社会主義体制
下では，標高の高い高地や地力の低い草原地帯に立地する
3,000 ha 以上の小麦農場で実施されていた5）。1,000 ha 以下
の調査対象経営では，農地が少ないことと，休閑コストが
高いために採用されず，1,000 ha 以上の大規模経営で 1戸
のみが採用している。
　小麦を 1年間作付けして 1年間休閑する輪作体系 d）は，
c）より休閑期間を短縮した体系である。しかし，利用可
能な農地面積が輪作体系 c）と同様に減少するため，小規
模経営では採用されず，中規模経営と 500～999 ha の大規
模経営の 1割が採用するのみである。一方で，1,000 ha 以
上の大規模経営では 5割で採用されている。無灌漑と灌漑
で小麦を 3年間作付けし 1年間休閑する輪作体系 e）は，
現行の小麦作経営が最も多く採用している輪作体系 a）と
非常に似た体系である。しかし，この輪作体系は，水資源
とかん水設備の両方が整備されていないと実施できないた
め，全体の採用割合は 9％と低い。なお，500～999 ha の
大規模経営では 3割が採用している。
　⑷　コストと収益性
　表 5に示した 1 ha 当たりの小麦収量の経営規模間格差
を見ると，生産地域が同一であるとともに，採用している
品種，栽培方法も同一であるが，ha 当たりの収量は 1.1 t
から 1.4 t の間で分散している。なお，販売単価は規模間で
差が無く，ほぼ t当たりの小麦販売金額は 38 万Mnt（Mnt
はモンゴルの貨幣単位で 1 Mnt は 0.06 円，従ってこの販
売金額は日本円で約 23,529 円となる）前後と見なすこと
ができる。
　一方，生産コストの費目を見ると，いずれの規模におい
ても種苗費，肥料費，燃料費，出荷輸送費が多くを占めて
いる。なお，50 ha 以下ではコンバイン作業の委託費が占
める割合も高い。50 ha 以下の経営では多くの費目が節約
されており，作業委託経費を含めてもコスト合計はそれほ
ど大きくなく，規模拡大によるコスト削減効果は大きく現
れていない。また，小規模経営では農機具の老朽化及び低
性能のため，人件費が大きく，多くの労働力に頼っている
ことがわかる。一方，中・大規模経営では，性能の高い農
業機械の使用に伴う燃料費や減価償却費は高くなるが，労
働力の節約効果は大きい。
　ha 当たりの収益を見ると，500～999 ha の大規模経営が
最も多く 20 万Mnt/ha, 次に 1,000 ha 以上の大規模経営が
約 19 万 Mnt/ha, 300～499 ha の中規模経営が 14 万 Mnt/
ha と続く。一方で，小規模経営は 50～99 ha 規模が約 11 万
Mnt/ha, 50 ha 未満の経営が 7万Mnt/ha 前後と低くなっ
表 4　経営規模別の輪作体系採用率
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ている。この原因としては，小規模経営では人件費や作業
委託費が多くかかることが作用している。
　なお，休閑の場合は耕起，除草，麦わら散布作業が中心
であり，燃料費，除草剤，雇用労働などの費用がかかり，
ha 当たり 5～6 万Mnt/ha の管理費用が必要となる。規模
が大きいほど休閑費用は高くなるが，これは大規模経営ほ
ど除草管理を重視して実施するという実態を反映してい
る。
5．　規模別の小麦作経営の
経営改善の可能性評価
　本節では，経営規模別の小麦作経営の経営改善の可能性
について，線形計画法を用いた規範分析によって評価を試
みる。なお，本論の分析では，収益性が低く，その改善が
急務となっている小規模経営，中規模経営を取り上げ，分
析を実施する。分析対象経営の経営改善の可能性に関して
評価を試みる課題は，次の 2つである。
　①現行の作付体系のもとで，かん水技術，除草技術，収
穫技術の改善が実践され収量が増加した場合の効果。
　②小麦にジャガイモなどの野菜と飼料穀物を組み合わせ
た輪作体系を導入した場合の効果。
　分析対象経営を想定して作成した線形計画モデルの単体
表は，表 6のとおりである。線形計画モデルを策定するに
あたって設定した仮定は，次のとおりである。
　⑴　経営規模の想定
　小規模経営として 50 ha と 100 ha 規模の小麦作経営を，
中規模経営として 300 ha 規模の小麦作経営を想定して分
析を行った。
　⑵　小麦作の改善技術の評価
　小麦作の改善技術の設定にあたっては，モンゴルの小麦
作に関わる技術開発を主として実施している国立モンゴル
農業大学付属ナルト農場における各種の実験データと筆者
が別途調査した農家の事例から，かん水を利用した小麦の
生産改善技術を導入した場合の効果を評価した。
　具体的には，“第 3次アタル政策”の耕種経営支援制度の
一環として実施されている井戸水やかん水施設設備の目的
で 1千万Mnt を年間利子率 5％と最長 5 年の返済条件で
借入れして経営改善を実践すると仮定した。また，かん水
技術の導入と休閑中の除草を徹底することによって，ha
当りの小麦収量は大規模経営と同様な 1.4 t まで向上する
と仮定した。
　⑶　輪作作物の導入効果の評価
　ここでは，輪作作物としてジャガイモ，飼料用トウモロ
コシを導入し，ジャガイモ→小麦→飼料用トウモロコシ→
休閑といった小麦生産が盛んであった社会主義時代の輪作
体系の導入効果を評価する。
　⑷　労働制約の導入と雇用労働の活用
　気象条件が厳しいモンゴルの小麦作の規模拡大は，利用
可能な労働力に大きく規定される。そのため，本モデルで
は旬別の利用可能労働量を次のように設定した。
8日（旬の労働可能日）×8時間（1日の投入労働時間）×
4人（家族労働 2人，年間雇用労働 2人）＝256 時間
　なお，月によっては 31 日の月もあるが，いずれの旬も
256 時間に統一した。
　また，作業競合が発生する時期には雇用労働 2人を導入
して作業競合を回避することができると仮定した。
6．　分析結果と考察
　表 7は，線形計画法を適用して求めた現行技術（現行と
略記），かん水を導入した生産体系（かん水と略記），新た
な輪作体系（輪作体系と略記）を小・中規模経営に導入し
た場合の最適解である。
　この結果から，新たな技術，輪作体系採用の経営改善効
果とさらなる課題は，経営規模別に次のように整理するこ
とができる。
　⑴　小規模経営の改善可能性と課題
　50 ha 規模を上限とした小規模経営の最適解を見ると，
現行技術の下では小麦を 34.1 ha 作付けし，休閑を 10.2 ha
行い 3 百万Mnt 前後の収益を確保する計画が有利となる
ことがわかる。一方，新たにかん水設備を整備して小麦生
産の安定化を図るとともに，休閑地の除草を徹底すること
表 5　耕種経営規模別のコストと収益（1 ha 当たり，千Mnt）
202 ビャンバスレン・門間
によって，小麦作 30.1 ha, 休閑 15.1 ha と，小麦作の面積
を縮小しても収益は 2割程度向上するという結果が得られ
た。また，さらなる収益向上を目指すためには，収穫労働
が不足する 9月中旬の労働力を増加する必要があることが
明らかになった。
　さらに，かん水施設の導入と休閑中の除草技術の徹底と
ともに，ジャガイモや飼料用トウモロコシを組み合わせた
輪作体系を導入することによって，小麦作 13.5 ha, ジャガ
イモ13.5 ha, トウモロコシ10.9 ha, 休閑処理12.2 haといっ
た新たな作付体系が採用され，臨時雇用を導入しなくても
78％の収益増加が可能となることが明らかになった。
　すなわち，50 ha の小規模経営においても，かん水技術，
休閑地の除草管理と輪作体系の導入により，人件費負担が
軽減され，なおかつ経営が安定する可能性があることが示
唆された。しかし，さらなる収益向上を実現するためには
収穫期における雇用労働の確保が不可欠であることが明ら
かになった。
　一方，100 ha 規模を上限とした小規模経営では，小麦の
収穫時期に乾燥作業を同時に行うため，9月上・中旬の労
働が不足することにより，現行技術では小麦作 65.6 ha, 休
閑 26.3 ha, 合計 91.9 ha で 713 万 Mnt の収益の実現が可能
となる。この経営に対しても 50 ha の小規模経営と同様に
かん水技術の改善と休閑中の除草管理を徹底する事によっ
て経営耕地の利用率が高まり収益は 78％増加する。さら
表 6　小麦作経営改善効果評価のための線形計画モデルの単体表（50 ha を上限とする小規模経営）
表 7　線形計画法による経営改善の可能性評価結果
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に輪作体系を導入する事によって小麦作 27 ha, ジャガイ
モ 27 ha, トウモロコシ 21.6 ha, 休閑 24.3 ha の作付体系で，
100 ha まで耕作可能となり，収益は 2倍に増加することが
示された。
　なお，当該規模の経営においても，輪作体系を導入せず
にさらに経営面積の拡大を図る場合は 9月中・下旬の雇用
労働の増加が不可欠となる。
　⑵　中規模経営の改善可能性と課題
　現行技術の下で 300 ha の中規模経営の展開を評価した
結果，100 ha の小規模経営と同様な労働力の不足が生じ，
300 ha の規模を経営することは困難となる。しかし，かん
水技術の採用と休閑地の除草管理の徹底によって収益は 4
割向上することが示唆された。しかし，この場合の最適解
での利用農地面積は 260 ha に縮小し，雇用労働を導入し
ない規模で経営を展開した方が有利であることを示してい
る。
　このことは，中規模経営では，小麦の収穫時期の労働軽
減が大きな課題であることを示している。さらにジャガイ
モとトウモロコシを含めた輪作体系を導入した場合，収益
は 9割以上向上する。しかし，さらなる，収益増加のため
には収穫期の労働力の追加投入が不可欠である。
7．　む　す　び
　本研究では，モンゴルにおける小麦作経営の発展プロセ
スを概観するとともに，その経営の特徴と課題を農場運営
記録や農業政策担当者への聞き取り調査，ならびに既往研
究資料・文献から整理した。また，モンゴルの小麦作経営
の生産・技術・経営の特徴と課題を経営規模別に経営調査
を実施して把握するとともに，経営改善の可能性を線形計
画法を用いて評価した。
　得られた成果の概要は，以下のとおりである。
　1）　現行の小・中規模の小麦作経営の作付体系，農作業
の特徴を見ても，品種，栽培法に関して，モンゴルで小麦
作の取り組みが始まった 1960 年代の技術と大きな変化は
なく，収量は停滞している。また，大規模経営でも種苗の
品質，水資源の制約，地力維持面で課題を抱え ha 当たり
の収量は小麦生産が盛んであった 1980 年代の収量を実現
出来ていない。しかし，土作り，輪作体系，除草管理，肥
料・農薬などの生産資材の活用面では，ほぼ同様な水準に
達している。
　2）　経営規模別の小麦作経営の収益率を見ると，50 ha
以下の小規模経営で 17％，50～99 ha で 26％と低いが，経
営規模の拡大に伴って収益率は高まっている。すなわち，
大規模小麦作経営を今後のモンゴルの持続的な小麦生産を
支える担い手として政府が想定していることは根拠がある
といえる。しかし，1,000 ha 以上の大規模経営の収益率は，
機械投資が著しく増加するため，700～999 ha 規模の経営
より低く，機械装備水準に即した適正規模の解明が不可欠
となっている。
　3）　小麦作経営の 8割と圧倒的多数を占める中・小規模
経営の経営改善の可能性を評価した結果，かん水施設の整
備とその適正利用，休閑地の除草管理の徹底により所得は
一定程度高まる可能性があることが示唆された。また，こ
うした技術改善に加えて，ジャガイモ，飼料用トウモロコ
シなどと小麦との輪作体系を導入することによって収益は
大きく改善するとともに，労働力利用面でも合理的である
ことが示唆された。
　以上の分析から明らかなように，小麦作経営の 8割を占
める家族労働を中心とした小・中規模経営の改善のために
は，かん水施設の整備，休閑地の除草対策の徹底，さらに
は土地利用・労働力利用面で合理性が高い輪作体系の導入
が有効である可能性を示すことができた。また，こうした
技術とともに，モンゴルの気候風土に適した優良小麦品種
の開発が強く望まれる。
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Summary：This research paper is based on the survey results of the wheat production system, tech-        
nology characteristics and profitability by farm size in order to clarify the wheat farming development 
process and status quo of wheat farm management under the market oriented economy in Mongolia.  
Linear programming method is used to evaluate both the possibility and efficiency of wheat cultivation 
technology improvements and crop rotation practice.  The results show that for small scale farms with 
less than 50 ha of arable land, the farm profit ranges around 17%, where medium scale farms with 50～
99 ha farm land achieve a profit of 26% of revenue from wheat production and farms with bigger acreage 
are taking more advantages from wheat production.  However, about 80% of current crop farms are con-        
sidered as small and medium scale in Mongolia.  The conducted linear programming model has shown 
two possible solutions to increase wheat production profitability for small scale farms.  First, adopting 
irrigation technology, facilities and improved weed control technology for both cultivated and fallow areas 
can potentially increase wheat production returns.  In addition, upgrading current wheat cultivation with 
crop rotation using potato and flooder corn allows more profit to be obtained from farm management.  
The simulation result of linear programming model has thus shown an optimal solution for rational labor 
allocation of small and medium scale crop farming management.
Key words：Mongolia, wheat farm management, technology improvement, crop ration, linear programming
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